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人口1,051,883（男  496,904／女  554,979） 
世帯数  393,270

2面 架空請求・オレオレ詐欺に気をつけて 

3面 財政改革プログラム策定 

4～5面 わかやま2004　この一年 
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平成16年9月1日現在

環境に優しい大豆油インクと古紙配合率100％再生紙を使用しています。
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誘致企業就職説明会及び面談会
和歌山市内に誘致したコール
センター3社による求職者への
業務説明と個別面談 予約不要
時 12月14日(火)
説明会13:00～14:30 
面談会15:00～16:30

場 和歌山ビッグ愛(和歌山市)
対 新卒者を除く一般求職者
問 県庁雇用推進課

きのくに木造住宅耐震診断
県認定の診断士が無料で実施
しています。また、耐震改修
工事費の補助や融資の制度も
あります。
※悪質な訪問勧誘が増加して
います。県の発行した診断士の
認定証を必ず確認してください。
対 昭和56年5月
以前に建築さ
れた木造軸組
工法住宅
申･問
市町村役場

①特別児童扶養手当
②障害児福祉手当
③特別障害者手当
対 ①20歳未満で中程度以上
の障害のある児童を在宅で監
護している父母等 ②20歳未
満で重度の障害のある在宅の
児童 ③20歳以上で、国民年
金法1級程度の障害が重複す
るなど著しく重度の障害のあ
る在宅の方
※いずれも所得や障害の程度
による支給制限あり
※障害とは、身体障害、知的
障害、精神障害のほか長期に
わたる安静を必要とする病状
がある等の場合をいいます。
問 市町村役場、振興局健康
福祉部、県庁障害福祉課

マッサージ･あん摩･指圧を
受ける皆さんへ
マッサージ等は名称に関わり
なく、国家試験に合格した資
格取得者でなければ業とする
ことはできません。マッサージ
等を受ける際には有資格者で
あることを確認してください。
問 県庁医務課

自賠責保険･共済の期限切れ
にご注意
万一の交通事故の際の基本的
な対人賠償を目的として、原
動機付自転車を含むすべての
自動車に自賠責保険･共済への
加入が義務付けられています。
車検制度のない原動機付自転
車や250cc以下の軽二輪自動
車は期限切れに注意してくだ
さい。
問 県庁県民生活課

工業統計調査へのご協力を
この調査は、製造業の事業所
を対象に、12月31日現在で
その実態を明らかにすること
を目的とした経済産業省所管
の調査です。調査した内容は、
外部に漏らしたり、他の目的
に使われることは一切ありま
せんので、調査員が訪問した
際にはご協力をお願いします。
問 県庁統計課

民生委員･児童委員の改選
3年の任期で国から委嘱され
る民生委員･児童委員が12月
に一斉改選されました。県内
では約2,700人が県民の福祉
向上のために地域で活躍して
います。子育てや高齢者介護
をはじめ生活上の悩みや心配
事など気軽にご相談ください。
問 市町村役場

医療機器を取り扱う事業者
の皆さんへ
コンタクトレンズや家庭用電
気マッサージ器なども対象と
した医療機器の安全管理制度
が来年4月から導入されます。
これに伴い、従来の届出に加
えて新たな許可や届出が必要
となる場合があり、その事前
受付を行っています。
申･問 県庁薬務課、県立保健所

医療関係者の届出
すべての医師、歯科医師及び
薬剤師並びに業務に従事する
保健師、助産師、看護師、准
看護師、歯科衛生士、歯科技
工士の方は業務従事者届を1
月15日までに管轄保健所に提
出してください。
問 保健所、県庁医務課

分譲住宅･分譲地
【分譲住宅】

西庄･夢タウン(和歌山市)
【宅地分譲(住宅付も可)】

木ノ本ニュータウン(和歌山市)
新宮蜂伏団地(新宮市)
しもつ夢タウン(下津町)
花野団地(打田町)
粉河栄町団地(粉河町)
岸宮サニータウン(貴志川町)
長山団地(貴志川町)
申･問 ※県住宅供給公社

t073-425-6885

宅地分譲
①岩出紀泉台(岩出町）16区画
②貴志川長山団地(貴志川町）

5区画
③新宮蜂伏団地(新宮市）

55区画
申･問 ①②は※県土地開発公社
t073-448 -1832、③は
同新宮駐在t0735-31-5460
http://business3.plala.or.jp/
ldpc_wp/

宅地建物の購入を検討中の
皆さんへ
【不動産売買の手引書の配布】

広告をうのみにせず自分で調
査･確認することが大切です。
適用される規制や取引方法に
ついてもよく知る必要があり
ます。安全な取引のため最低
限知っておきたい知識を集め
た手引書を配布しています。
配布場所 県庁公共建築課、
振興局建設部（海草を除く）
【宅地建物取引業者名簿等の

閲覧】

取引の参考となるよう取引業
者の事務所の所在地･代表者
や役員、過去の営業成績、免
許申請書等の閲覧ができます。
閲覧時間 平日9:30～17:00
閲覧場所 県庁公共建築課
共通問合せ 県庁公共建築課

恩給欠格者、引揚者の皆さんへ
旧軍人軍属で恩給などを受け
ていない、恩給欠格者の方や
引揚者の方に書状等を贈呈し
ています。
問 県庁福祉保健総務課、平
和記念事業特別基金t0120-
234-933  http://www.heiwa.
go.jp

県福祉事業団理学療法士採用
時 12月19日(日)
場 南紀福祉センター(上富田町)
対 有資格者
勤務場所 南紀福祉センター
(異動あり)
申 12月14日までに※県福祉
事業団総務経営課
問 申込先t0739-47-6640

危険物取扱者
種類 甲種、乙種、丙種
時 2月13日(日) 9:30～
願書配布 県庁消防保安課、
振興局地域行政課、消防本部、
消防試験研究センター和歌山
県支部
申 12月13～16日に※消防試
験研究センター和歌山県支部
問 申込先
t073-425-3369

文書館古文書講座
「紀伊山地の霊場と参詣道」
を江戸時代の案内記から見る
時 1月22･29日、2月12･20･
26日 全5回 各13:30～15:40
場 きのくに志学館(和歌山市)
定 60人(先着順)
申 往復ハガキで住所、氏名、
電話番号を1月14日までに県
立文書館〒641-0051和歌山
市西高松1-7-38
問 申込先t073-436-9540

SOHO＊ブース入居者
IT関連の新規事業を志す方や
新規創業者等も応募可
場･定 県立情報交流センター
Big･U(田辺市）6室(1室24m2)
申 所定の申込用紙等を12月
20日までに※県庁産業支援課
問 申込先t073-435-2567
http://www.pref.wakayama.
lg. jp/prefg/061000/big-
u/big- u.html
＊パソコン等を
活用し小規模な
事務所や自宅で
仕事を行う業務
形態

平成17年度
交通安全年間スローガン
応募区分 一般の部、子ども
の部(小･中学生)、高齢者の部
(65歳以上)
申 ハガキ、FAX、Eメールで
応募区分、住所、氏名(ふり
がな)、年齢、職業(学校名･学
年)、電話番号を1月15日まで
に県庁県民生活課FAX073-
433-1771 Eメールe0313001
@pref.wakayama.lg.jp
問 申込先

りぃぶる主催講座「私の仕事発見」
～仕事選びの判断･選択のために～
時 1月15日(土) ①13:00～
16:20 ②15:00～17:50
2月5日(土) ③13:00～16:20 
④15:00～17:50
場 ①②紀南文化会館(田辺市)
③④りぃぶる(和歌山市)

対 中学生･高校生を含む将来
のキャリア形成を考える女性
定･費 各50人程度(先着順)無料
申･問 住所、氏名、年齢(学校
名･学年)、電話番号を県男女共
生社会推進センターりぃぶる
〒640-8319和歌山市手平
2-1-2和歌山ビッグ愛 t073-
435-5245  FAX073-435-
5247  Eメールe0315011@
pref.wakayama.lg.jp

県認定リサイクル製品
廃棄物の減量化･リサイクル
の推進に役立つ製品を認定
申 所定の申請書を12月28日
までに県庁循環型社会推進課
へ持参
問 申込先(申請書様式等は県
ホームページにも掲載)

放送大学学生(4月入学生)
入学試験はありません
内容 ①全科履修生＝大学卒業
（学士〈教養〉)をめざす
②選科履修生＝1年間在学
③科目履修生＝6カ月間在学
④修士科目生＝大学院に6カ
月間在学
⑤修士選科生＝大学院に1年
間在学
対 ①④⑤18歳以上
②③15歳以上

申･問 2月28日までに放送大
学和歌山学習センターt073-
431-0360

平成16年度 和歌山県最低賃金は 時間額645円です
問 和歌山労働局、労働基準監督署
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中小企業資金繰り円滑化
特別融資(借換資金)
県制度資金を利用し、残高の
ある方で、借換を実施するこ
とで月々の返済負担が軽減で
きる方
融資限度額 8,000万円
融資利率 年1.9％
融資期間 8年以内
償還方法 割賦償還
申 平成17年3月末までに原
則として県内に本・支店のあ
る金融機関
問 ※県庁産業支援課、振興局
地域行政課
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